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管理運営の理念
　教養教育と専門教育（医学・保健医療学）の有機的連携のもと、高度な医療技術を有し、かつ、高い医療倫理
と教養を備えた人間性豊かな医療人を育成するとともに、本学の理念に沿った入学者選抜を行い、教養・基礎・臨
床の学部教育と卒後教育の一貫教育に重点を置いたプUグラムの作成など本学における医学・保健医療学教育の
シンクタンクとして、指導的役割を担い、本道における地域医療等に貢献する医療人の育成を推進することを目
的として「医療人育成センター」を設置するものであり、学部間及び大学院等教育研究部門における協働はもと
より、最高レベルの医科大学をめざすこと、そして人間性豊かな医療人の育成に努めるという本学の理念に沿っ
て、附属病院をはじめ全学の協力・協同によってその管理運営にあたるものとする。
　医療人育成センターの設置及び管理運営にあたっては、以下のとおり取り進めるものとする。
1　開設時期
　平成20年10月1日
　※学則、組織規程等の一部改正（医療人育成センターの設置）
　※医療人育成センター設置要綱（平成20年4月1日付け）の廃止
2　組織
　医療人育成センター（以下「センター」という。）は、本学の教育組織である医学部及び保健医療学部と密
接な関わりを持つ教員組織であり、医学部及び保健医療学部の教養教育科目　（一般教育科）に関する学科目を
置く学部以外の部局（学生は医学部及び保健医療学部に属する）とする。
（1）センターに次の職を置く。
①センター長
②副センター長
③部門長
（2）センターに次の3つの部門を置く。
①入学者選抜企画研究部門（通称：入試センター）
②教養教育研究部門
③教育開発研究部門
（3）センターに次の学科目を置く。
①人文・社会科学系
　哲学・倫理学、心理学、法学・社会学、英語、運動科学
②自然科学系
　物理学、化学、生物学、数学・情報科学
（4）センターに教授会を置く。
（5）センター長は、定款第20条第2項第4号に規定する“教育研究上の重要な組織の長”と位置づけ、教育
研究評議会の構成員とする。
3　機能
　（1）入学者選抜企画研究部門（通称：入試センター）
　　本学の理念に沿った入学者選抜方法を研究し、入学者選抜を実施する。
　①入学者選抜方法の開発・研究
　②入学者選抜試験の実施（企画、実施、合格発表等）
　③入試広報・入試相談の実施（オープンキャンパス、高校訪問、出前講座など）
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④入学者選抜方法の評価・研究の実施
（2）教養教育研究部門
　　医療人育成の基盤となる教養、医療倫理及び専門前教育を担当する。
①入学前教育と大学教育の接続、リメディアル教育の方策の研究、実施
②医学部及び保健医療学部共通の教養教育の実施（教養教育科目の教授）
③専門前教育の必要性の検証と実施
（3）教育開発研究部門
　　教育活動の強化によって教育効果・効率を向上させ大学機能を発展させるための教育のあり方を研究する
　とともに、尊前と卒直の一貫した効率的な教育プログラムを作成することにより、高度の医療技術を有し、
　高い医療倫理をもつ人問性豊かな医療人を育成する。
①前前と卒後の一貫教育による医療人育成
　ア　基礎教育と臨床教育の接続
　　○教養教育並びに専門教育における医学部・保健医療学部共通のカリキュラム作成と実施指導
　　0新入生オリエンテーション、医学・保健医療学の概念のあり方検討と企画
　　○医療倫理教育のあり方並びに教授方法の研究、実施
　　0大学院医学研究科及び保健医療学研究科の共通カリキュラムの作成及び単位互換の検討
　　0講座横断的な教育・試験（PBLチュートリアル、　CBT、　OSCE、卒業試験、国家試験対策）のあ
　　　り方検討と実施指導
　　○教育関連機器並びに講義上等の整備に係る検討
　　0ドロップアウト防止策の研究
　イ　臨床実習と臨床研修の接続
　　○富山臨床実習と面心臨床研修の一貫教育に伴い、効率的・効果的な臨床教育の実施
　　○臨床系大学院に関し、大学院医学研究科と連携
　　○医療人復帰支援プログラムを作成し、医療職への復帰を支援
　　0医療人の生涯学習のあり方と方策の研究
　②教育活動教科のための研究
　ア　FD（Faculty　Development）、　S　D（Staff　Development）
　　○教職員に対する効果的なFD、　SDのあり方研究と企画・実施
　　0学生の授業態度の指導と学生の授業評価結果等を踏まえた教育効率向上方策の研究
　　○教育業績評価方法の研究
　イ　教育関連GP　（Good　Practice）の情報収集と企画・立案、実施体制の確認、申請の指導
　ウ　教材の開発研究による効果的な教育の実施
4　管理運営の基本原則
　（1）センターの基本的な機能
　　　センターは、教育研究評議会に直結した組織であり
　　学院に対し、主導的かつ指導的役割を担う。
、本学の教育組織である医学部、保健医療学部及び大
（2）教授会による運営管理
　　センターの管理運営は、センターに設置する教授会の審議を経て広し
　に関しては、教育研究評議会の審議を経て行う。
　※学則、組織規程、教授会規程等関係規程を一部改正する。
・人事、規程等の改廃など重要事項
（3）学部間・大学院等との調整
　　管理運営にあたって医学部、保健医療学部及び大学院との間で調整が必要な事項については、医療人育成
センター運営調整会議の協議を経て行う。
　※医療人育成センター規程、医療人育成センター運営調整会議規程を新規に制定。
5　組織機構の構成
　（1）センターの構成員
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センターは、本学の教授、准教授、講師、助教、助手その他の職員により構成する。
（2）教員配置定数
　　平成20年10月1日現在（設置時）における教員の配置定数は30名とする。
　　うち、教授はll名とする。
《内訳》
　　入学者選抜企画研究部門　　1名（うち教授1名）　保健医療学部定数1名を移行
　　教養教育研究部門　　　　27名（うち教授9名）　現行、医学部学科目（教養教育科目）20名（教授6名）、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健医療学部学科目　（一般教育科）7名（教授3名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を移行
　　教育開発研究部門　　　　　2名（うち教授1名）　平成20年度医学部学生定員増に伴う教員定数増分1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名を充当、医学部医学教育専任教員ポスト1名分を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移行
（3）内部組織への定数配分
　　センターの内部組織として置く部門に配置する教員定数は、今後、センター教授会及び教育研究評議会の
審議を経て、計画的に配置することとする。
　　配分にあたって、教員の定年退職後については、原則不補充とする。ただし、教育研究の必要性、各部門
における業務量及び優先度等について配慮することとする。
《配分計画の目途》
　入学者選抜企画研究部門　　2名
　　教養教育研究部門　　　　21名
　教育開発研究部門　　　　7名（うち、臨床研修センター2名）
（4）入学者選抜企画研究部教員と学部副学部長（入試担当）との連携について
　　学部副学部長の入試担当制については、入試機能をセンターに移行（集約）することから、廃止すること
　とする。
　　ただし、21年度の入試関係業務については学部ごとに既に決まっており、現体制、制度の下で進めなけ
ればならない環境にあり、実態としては、両学部ともに現副学部長（入試担当）が学部の入試責任者となっ
て進めることとなる。そのため、入学者選抜委員会規程を一部改正し、センター所属教員であっても学部の
入試業務に従事できることとする。
（5）臨床研修センター業務の実施体制
　　教育開発研究部が行う「卒前臨床実習と丹後臨床研修の接続」業務の実施体制（臨床研修センター）（注1）
　については、今後、病院運営協議会、医学部教授会及びセンター教授会における議論により、実施体制を構
築することとする。
　（注1）「教育センター（仮称）設置に係る報告書」において、「附属病院に設置されている臨床研修センタ
　　　一が兼務して行う。」とされている。
（6）学部専属教員及びセンター教養教育研究部教員の兼任配置
　　医学部及び保健医療学部専属教員並びにセンター教養教育研究部に配置された教員を入学者選抜企画研究
部門あるいは教育開発研究部問に兼任配置して業務の円滑かつ効果的な推進を図ることとする。
　　配置の目安（注2）は次のとおりとするが、センター専属の教員の配置状況により、また、求められる教
育内容や制度の変化等に対応し、適切に配置するものとする。
　　配置は、学部錦鱗はセンター長の推薦に基づき学長が任命して行う。
　　・入学者選抜企画研究部門　4名程度
　　・教育開発研究部門　基礎教育と臨床教育の接続　4名程度
　　　　　　　　　　　臨床実習と臨床研修の接続　4名程度
　　　　　　　　　　　教育活動強化のための研究　5～6名程度
　　　　　　　　　　　　・臨床研修センター業務　　4名程度
　　　　（注2）「教育センター（仮称）設置に係る報告書」の別表において、兼任教員の配置について、上記
　　　　　のとおり記載されている。
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（7）事務部門の体制
　　センターの設置に伴い、学務課において入試、教務、GP関連事務などに、より適切に対応できる体制を
整備する。
6　具体的な管理運営方法
　（1）教授会
　①大学組織規程及び学則に基づきセンターに教授会を置く。
　②教授会は、センターに所属する教授をもって組織する。ただし、センター長が必要と認めた場合は、教授
　　　会の議を経て、准教授その他の職員を加えることができるものとする。
　③教授会の主な審議事項は次のとおりとする。
　　　○入学者選抜に関すること。
　　　○教育課程に関すること。
　　　○教員の人事に関すること。
　　　○学科目の担当又は分担に関すること。
　　　○医療人育成センター関連規程等の制定改廃に関すること。
　　　○医療人育成センター長が諮問したこと。
　　　○その他医素人育成センターの運営に関し必要な事項。
　　④教授会は定例的に開催する。
　　※組織規程、学則及び教授会規程を改正、医療人育成センター教授会細則を新規に制定
　（2）運営調整会議
　　①センターの性格に鑑み、事業の効率的、効果的な推進の確保を図るため、医療人育成センター運営調整会
　　議を置く。
　　②運営調整会議は、センター長、副センター長、医学部長及び保健医療学部長をもって構成する。ただし、
　　　センター長は必要に応じセンターの各部門長、附属病院長、附属病院副院長、各学部副学部長その他の職
　　　にある者を構成員に加えることができるものとする。
　　③運営調整会議は定例的に開催し、センター長が必要と認めたときは臨時会議を開くことができるものとす
　　　る。
　　④議長にはセンター長をあてる。
　　※　医療人育成センター運営調整会議規程を新規に制定
（3）部門ごとの当面の業務運営
①入学者選抜企画研究部門（入試センター）
　ア　入学試験委員会
　　　入学者選抜企画研究部門では、入学者選抜方法の研究、試験の実施、入試広報、選抜方法の評価まで、
　　入試関連業務を幅広く所管することから、入学試験合格者の決定に当たっては、センターが各学部ととも
　　に審議し、大学として一本化して決定ができるよう、入学試験委員会の所掌事項及び構成員を見直すとと
　　もに、学部教授会の審議事項が規定されている学則を一部改正し、学部教授会が必要と認めたときは、審
　　議事項の一部を他の機関に委ね、その議決をもって学部教授会の議決とすることができるものとする。
　　※学則を一部改正する。
イ　入学者選抜委員会
　　入学者選抜企画研究部門の役割を踏まえ、各学部に置かれていた入学者選抜委員会を統合・一本化し、
　入学者選抜企画研究部二等が委員長として運営する。所掌事項として、「入学者選抜の企画・研究に関す
　ること」を新たに加え、入試委員会との双方向的な審議ができる仕組みにする。
　※入学者選抜に係る委員会の統合整理（案；別添参照）
　※入学者選抜実施規程、入学者選抜委員会規程を一部改正する。
ウ　平成21年度入試業務の特例
　　平成21年度入学者選抜については、既に学部ごとに進行していることから、センター開設後も従来の
制度・体制で行うこととする。したがって、新たな入学者選抜の実施体制については、平成22年度入試
　から適用することとする。
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②教養教育研究部門
ア　学科目
　　センターに次の学科目を置く。
　1）人文・社会科学系
　　　哲学・倫理学、心理学、法学・社会学、英語、運動科学
　2）自然科学系
　　　物理学、化学、生物学、数学・情報科学
　・　医学部教養教育科目の10学科目及び保健医療学部一般教育科の7学科目を廃止する。
　・　旧医学部と旧保健医療学部とで学科目名を区別せず、一本化する。
　・　「人文・社会科学系」及び「自然科学系」の括りを入れることによって、それぞれの系の中での学科
　　目間の流動性を高めつつ、統合を図る方向を示すこととする。
　・　医学部の「法学・社会学」と保健医療学部の「社会学」については、「法学・社会学」とする。
　・　「数学」については「情報科学」との関連が強いことから、「数学・情報科学」とする。
　・　「運動科学」について保健医療学部にあっては、理学療法学科教授が当該科目を兼担しているので、
　　今後の管理・運営については調整が必要。
　・　英語、物理学及び化学については、教授が2人となるが、教室の代表者を決める必要があれば、教
　　室内の話し合いで決めることは可能である。
　・　教授職の配置については、独立の教室でありながら教授会に参画できない教室の管理運営上の問題に
　　対応する観点から、今後、特定の学科目に固定せず流動的に配置したり、学科目の統合を図ることが考
　　えられる。
　・　今後の定数の管理については、当面は退職者の出るつど議論するのが適当であるが、平成23年度末
　　までに定年退職者が7名見込まれることから、この期間に、しかるべき方向を打ち出すことが重要で
　　ある。
　・　学部の学科目構成をセンターの学科目に置き換えると、次のとおりとなる。
学部の学科目ごとの教員数（H20．7．24）学科目
学部 教授 准教授 講師 助教 計
哲学・倫理 医 1 1人文・社会
ﾈ学系 心理学 医 1 1 1
保 1
4
法学・社会学 医 1
保 1
2
英語 医 1 1 1
保 1
4
運動科学 医 1 1
自然科学系 物理学 医 1 1
保 1
　3
｢補充1
化学 医 1 1 1
保 ！
4
生物学 医 1 2
保 1
4
数学・情報科学 医 1
医 1 3
保 1
計 9 9 6 2 27
イ　教員室（研究室）の再配置
　　教養教育研究部門所属教員は、将来的に1カ所に集合することとし、場所は基礎棟が適当である。当
　面は現行の教員室（研究室）を活用することとし、再配置は人事異動等の機会に順次行うこととする。
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ウ　教養教育科目の履修及び試験に関する取扱い
　1）授業科目の単位の授与及び修了認定に係る取扱いは、学則第15こ口基づき、試験その他の審査によ
　　り担当の教員が行うこととされているが、センター開設に伴い、センター所属教員が行う単位及び授業
　　科目の修了認定については、学部とセンターの連絡体制を確立するため、関係規程の一部改正等を行う。
　2）医学部における学生の進級に係る審査、学生の修学指導を適切に行うため、各学年の科目コーディネ
　　ータ（医学部及びセンター教員）で構成する医学部教育指導担当者会議を設置するとともに、学部の教
　　授会が必要と認めたときは、運営調整会議の協議を経て、センター所属教員をその構成員とすることが
　　できるものとする。
　　※　「医学部授業科目履修方法、試験及び進級取扱いに関する規程」及び「保健医療学部授業科目履修
　　　方法、試験及び進級取扱いに関する規程」を改正し、「医療人育成センターの教員が行う授業科目の
　　　単位の授与及び授業科目修了の認定に係る取扱いに関する規程」を新規に制定
　　※　学則及び教授会規程を一部改正する。
！学則第7条第4項　　学部の教授会は、前項で定める事項の審議にあたって、別に定めるところにより、医療人　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　　　　　　　　　育成センターの教員を構成員に加えることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　i
l教授会規程第6条　　学部長は、学則第7回忌4項に基づき医療人育成センターの教員を構成員に加えようと　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　　　　　　　　　　するときは、医療人育成センター運営調整会議の協議を経て行うものとする。　　　　　　i
工　学部の各種委員会への参画
　　現在、教養教育（一般教育）担当教員は、学部の教務委員会、カリキュラム委員会及び講座横断的な授
　業等の企画・実施に関わる委員会の構成員となっているが、センター開設後においても、センター所属教
　員の参画が必要な委員会については、その根拠規程を改正するとともに、根拠規程がない場合は、別途セ
　ンター開設後に、医療人育成センター運営調整会議において申合せを行うこととする。
※　例）札幌医科大学教務委員会規程等の一部改正
③教育開発研究部門
　いずれの業務についても、センター開設後に新たに就任する専任教授を中心として、業務運営体制を検討・
構築することになるが、これまでの業務運営上の問題点を踏まえ、現時点で考えられるあるべき方向性につ
いては、次のとおりである。
ア　共通カリキュラムの作成と実施指導
　　共通カリキュラムの作成については、センター開設後、教養教育研究部門において共通カリキュラムの
　作成が可能な科目を抽出し、ある程度内容を議論した後で、それを踏まえた形で教育開発研究部門で検討
　するのが望ましい。共通カリキュラムの第一候補は教養教育科目であり、センター内部での議論が可能で
　ある。
　　共通カリキュラムについて検討するため、合同カリキュラム委員会を改組・発展させ、センター長が主
　回するのが望ましい。
　　大学院の単位互換が進めば、将来的には学部ごとの大学院ではなく、大学としての大学院を構想できる
　可能性がある。
イ　学部（講座）横断的な教育・試験（PBLチュートリアル、　CBT、　OSCE、卒試、国忌）のあり方
　検討と実施指導
　　医学教育専任教員のポストは、センター開設と同時に教育開発研究部門に移行するので、教育開発研究
　部門の教員が医学部の従来の活動ができるよう、関係規程を一部改正する。
　　また、教育開発研究部門の専任教員は、保健医療学部の学科（講座）横断的な教育等関連業務のほか、
　学部横断的な業務についても併せて担当することになる。
ウ　FD・SDのあり方研究と企画・実施
　　現在、FDについては各学部で別個に取り組んでいるが、　FDの目的は教員の教育能力の向上であり両
学部に共通であることや、「医療安全」等合同で取り組むことが可能なテーマも少なくないことから、従
来の取組みを統合することが望ましい。ただし、テーマによっては、これまでどおり学部ごとに取り組む
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場合もあり得る。
　SDについても、事務局の機能・役割は各学部で共通なので、統合することが望ましい。
工　教育関連GPの取組み
　　教育開発研究部で担当する「教育GP」の範囲が問題となる。　GPには、ほぼ例外なく教育がからんで
　いるので、すべてのGPを「教育GP」と考えることもできる。業務運営の蓄積や継続性を考えると、　G
　Pについては須く担当することが望ましい。また、継続GPについては、予算及び決算業務の負担が重く、
　それらを担っていくためには、事務局体制の一元化を図るなど、機能強化が必要不可欠である。
　　新規GPの申請については、学長、両断部長、センター長、教務委員会、事務局の責任者等幹部職員か
　らなるGP戦略会議（仮称）で取組みの概要を検討し、個々のGPについて中心的に取り組む担当者を選
　び、プロジェクトチームを立ち上げることが望ましい。採択率向上のためには、予測されるテーマについ
　ての事前準備が不可欠である。
　　これまでは、新規申請の段階と採択後の実施の段階とで担当の事務局が分かれており、統一的な取組み
　が難しかったが、センター開設を契機として、両者の有機的な連携が図られることが理想である。
7　人事の仕組み
　人事は、新たに整備する選考規程に基づき教授会及び教育研究評議会の議を経て行う。
①　センター長
　　　開設時（平成20年10月1日）におけるセンター長の選任については、センター専任の教授の中から教
　育研究評議会の承認を経て学長が任命する。センター長選考のための規程については、センター開設後速や
　　かに、センター教授会の審議を経て整備する。
②副センター長及び部門長
　　センター所属教員のうちからセンター長の推薦に基づき学長が任命する。
　　任期はいずれも1期2年とし、副センター長については継続6年までとする。部門長については継続の
　制限をもうけないこととする。
③　センター専任教員（教授、准教授、講師、助教及び助手）
　　センター教員の候補者の選考は、概ね次の要領で行い学長が任命する。
ア　教授
　・選考の都度、教授会において、担当教授候補者選考委員会を設置
　・学内外への推薦依頼及び公募等により適任者を選考
　・教授会において選挙により教授候補者を決定した後、学長が任命
イ　准教授、講師、助教及び助手
　・教授会において常置選考委員会を設置
　・各部弓長（教養教育研究部門については学科目の代表者）からの推薦により候補者を選考
　・教授会において選挙（助教及び助手については承認）により決定した後、学長が任命
※　札幌医科大学教員兼務規程（別表2）を一部改正し、副センター長及び部門長の任期等について定める。
※　医療人育成センター教員選考規程を新規に制定
8　予算の仕組み
　　大学の予算編成による。
　　教育研究費の配分については、平成20年度については学部予算として扱う。（既に一般教養及び一般教育
科の各教室に配分された予算を事実上持ち寄り、決算上も学部予算として整理する。）
　21年度は、当初から学部と区別してセンター分を予算措置する。（従来の教育研究費の枠内を想定）予算措
置に当たっては、中期計画との関連を考慮した上で方針を整理する必要がある。
　　※中期計画NolO6：…　　重点的に取り組む領域を考慮して配分する制度を20年度までに導入する。
9　学則、諸規程等の整備
　学則、諸規程等の整備は、担当課において（案）を作成することとし、原則、平成20年10月1日施行とす
るが、一部入試業務関連については、平成21年4月1日施行とする。
整備する規程等の名称、改正等の概要及び担当課は別表のとおり。
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